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2024 年 12 月 25 日 

 

プルデンシャル生命保険株式会社 

 

「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の 

更なる高度化にかかる着眼点」を踏まえた取組み状況のご報告 

 

1. はじめに 

プルデンシャル生命保険株式会社（代表取締役社長 間原 寛）は、「Vision：我々は、日本の生命保険

事業の在り方に変革をもたらし、日本の生命保険市場において顧客から最も信頼される会社となる。」、

「Mission：我々は、顧客の一人一人が経済的な保障と心の平和を得ることができるように、最高のサービ

スを提供することを使命とする。」、「Strategy：我々は、生命保険の真のプロフェッショナルであるライフプラ

ンナーを育成し、一人一人の顧客に対してニードセールスを行い、保険金をお届けするまで一生涯に亘り

パーソナルなサービスを提供する。」を指針として、ライフプランナーによるコンサルティング・セールスとい

う独自のビジネスモデルを展開してまいりました。 

当社では、営業社員であるライフプランナーが生涯にわたってお客さまに寄り添い、経済的な保障と心

の平和をお届けするという当社のビジネスの遂行において、実効性のあるコンプライアンス・リスク管理が

必要不可欠であると考えています。そのため、経営陣を先頭に、全社的な取組みを進めております。 

2024 年 4 月 19 日に生命保険協会より、「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる

高度化にかかる着眼点」（以下、「着眼点 1」）が更新されたことに伴い、当社におけるコンプライアンス・リス

ク管理態勢について、着眼点の各項目に対する当社の認識、これまでの取組み、今後必要となる取組み

を取りまとめましたので、ご報告いたします。 

なお、2024 年 8 月にホームページにて公表 2しておりますとおり、当社元社員による不適切な投資勧誘

等が発覚しております。そういった事態に鑑み、当社元社員または当社社員による不適切な金銭の取扱

い等の有無をお客さまに確認させて頂く取組み（「全顧客確認」）を実施しており、並行して真因分析および

再発防止策の策定も進行中でございます。よって、現在までに判明している状況および検討内容も踏まえ

たものとなっております。 

 

 

 

 
1 https://www.seiho.or.jp/info/news/2024/20240419_2.html 

2 https://www.prudential.co.jp/news/pdf/866/20240805_01.pdf 

https://www.seiho.or.jp/info/news/2024/20240419_2.html
https://www.prudential.co.jp/news/pdf/866/20240805_01.pdf
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2. 当社認識および取組み状況 

(1) コンプライアンス・リスク管理態勢 

① ＜「着眼点」の記載内容（生命保険協会）より＞ 

「コンプライアンス・リスク管理態勢」は、各社の業務運営の基礎となる組織体制の構築や企業文

化の形成等を指す。営業職員チャネルの特徴・強みであるお客さまとの強固な信頼関係に応え変わ

らぬ安心をお届けしていくためには、目指す理念や価値観の共有、実効的な統制策を遂行する強固

な組織体制の構築等、健全なコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・維持が求められる。 

 

② ＜当社認識＞ 

当社では、企業理念や「顧客に焦点をあわせること」などのコアバリュー浸透の重要性を強く認識

し、様々な取組みを長年継続して実施してきた結果、企業理念やコアバリューについて全社的に浸

透を図り、各社員の日々の具体的行動の指針としてまいりました。 

しかしながら、前述のとおり、当社元社員による不適切な投資勧誘等の事案が発覚しております。

その真因分析において、当社のビジネスモデルにおけるライフプランナーとお客さまとの密接な関

係性の中で不適切な事象が発生しても顕在化しにくいといったリスクがあるにもかかわらず、それら

のリスクに対する当社の認識が十分ではありませんでした。それにより、抜本的なリスク低減策を十

分に実施出来ていなかったと認識するに至っております。 

このような状況をふまえ、実効的な統制策の再構築を進めてまいります。 

 

③ ＜これまでの主な取組み＞ 

• コアバリューを体現した活動や行動をとった社員に対して、互いに称え合い、感謝を伝えるため

に「コアバリューレター」を贈り合い、さらに、とくにコアバリューを体現した活動や行動をとった社

員を社員が推薦し、年に一度表彰しております。 

• 「全社ミーティング」および「理念を語る日」を定期的に開催しております。社員一丸となるべく企

業理念の浸透、会社の目指す方向性などのテーマについて、社長をはじめとする経営陣よりメ

ッセージを発信しております。11 月に実施した全社ミーティングにおいては、現在当社がコンプ

ライアンス面で置かれている状況、およびそれに対する取組みについてあらためて共有し、全

社一丸となってこの課題の対応に当たるという経営メッセージを発信いたしました。 

• 金銭に関する不適正事象の発覚を受け最優先事項として対応すべきとの経営陣の認識のもと、

不適切の早期発見を目的とした「金銭不祥事案潜在調査タスクフォース」、真因を分析し改善対

応策を立案する「不祥事案未然防止タスクフォース」、ビジネスモデルに起因するリスクから会

社の課題を考える「ビジネスモデルリスク検証タスクフォース」を立ち上げ運営しております。ま

た、元社員および現社員による個人情報の漏えいが発覚したことから「個人情報漏えい防止タ

スクフォース」を立ち上げ、真因を分析し、改善対応策を検討しております。 

• 各支社の支社長およびオフィス・マネージャー（支社内勤）をコンプライアンス・オフィサーに任命

し、加えて支社ごとにアシスタント・コンプライアンス・オフィサー（ライフプランナー・支社内勤社

員の中から選出）を配置し、支社ごとのコンプライアンス目標およびアクションプランを策定し、

実行のサポートを本社が行っております。 

• 8月に全支社、全チームからの代表者が集まり、企業理念や行動規範について改めて考える場

である「ROCK 大会議」を実施しました。その後、代表者は各支社、各チームに戻り理念浸透に
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寄与するべく取組みを行っています。 

• 支社において良好な統制環境が整備されているかについて、支社検査チームがライフプランナ

ーや営業管理職へのインタビュー、およびライフプランナーにアンケートをとるなどし、確認して

います。統制環境に懸念がみられた支社については営業本部長に情報連携し、支社への指導

に活用しております。 

 

④ ＜今後の主な取組み＞ 

• 前述の 4 つのタスクフォースでの取組みを通じて、ビジネスモデルに付随するリスクを適切に認

識し、起きている事象の真因を把握し、改善対応策を講じてまいります。 

• 営業管理職の役割については、ライフプランナーの平時の活動管理も含め役割の明確化が必

要であると認識しております。ビジネスモデルから生じるリスクも踏まえた上で検討してまいりま

す。 

• より強固な三線管理態勢構築 3のため、リスクオーナーとしての１線のコンプライアンス・リスク

管理の機能強化を検討しております。 

• 各種研修、講演会、イベント等において経営陣による企業理念、コアバリューの浸透を継続して

まいります。 

 

(2) コンプライアンス・リスクの評価 

① ＜「着眼点」の記載内容（生命保険協会）より＞ 

「コンプライアンス・リスクの評価」は、自社の事業における固有のリスクや、防止すべき不適正事

象の影響度・頻度等について、適切に評価することを指す。それぞれのリスクに応じた適切な態勢を

構築するコンプライアンス・リスク管理の考え方においては、各社にて営業職員チャネルの特徴や自

社の特性等に応じたリスクの評価がなされることが求められる。 

 

② ＜当社認識＞ 

当社では、外部第三者の視点を入れたビジネスモデルの総点検や、プルデンシャル・グループ独

自のプログラムを通じて、当社ビジネスモデルのリスク特定およびリスク評価を実施し、残存リスク

を低減させるコントロールを策定し、様々な施策を通じてリスク低減に取り組んでまいりました。 

しかしながら、前述のとおり、ビジネスモデルに付随するリスクの評価が不十分でした。当社独自

のビジネスモデルに付随するリスクの特定・評価およびリスク低減策の実行が肝要であり、コンプラ

イアンス・リスク管理をさらに実効化させていくとともに、より一層の自浄作用の発揮が必要であると

認識しております。 

 

③ ＜これまでの主な取組み＞ 

• コンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画として、毎年コンプライアンス・プログラ

ムを策定し、社内周知しております。その進捗状況や達成状況は定期的に確認・フォローを行う

とともに、新たな課題はコンプライアンス・プログラムに反映させることで、継続的に課題解決を

 
3 1 線：営業組織等の業務部門、2 線：営業組織への牽制・支援等を担当するコンプライアンス部門、3 線：1 線・2 線の有効性

に対する監査を担当する内部監査部門 
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図っております。 

• 過去に発生した不適正事象の真因の分析および今後のアクションを整理したうえで第三者のレ

ビューを受け、その妥当性と追加施策の要否についてアドバイスを受けております。 

• 金銭に関する不祥事が複数発覚したことを受け、真因分析と有効な改善対応策を策定するた

めに、2024 年 9 月から 10 月にかけて全国 143 支社を 8 ブロックに分け、各支社からライフプラ

ンナー、営業管理職、オフィス・マネージャーの代表者を集め、対面で金銭不祥事の発生原因

や解決策を話し合う「車座ミーティング」を全 35 回（476 名参加）実施しました。 

 

④ ＜今後の主な取組み＞ 

• これまで真因分析を 2 線部門が主体となって実施していましたが、本社の 1 線部門が中心とな

って、より深い真因分析と詳細な再発防止策が実行できる態勢整備を検討しています。 

• 個別の不適正事象の検証だけでなく、ビジネスモデルに起因するリスク等に鑑み、不適正事象

の未然防止の強化に努めてまいります。 

 

(3) コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施 

① ＜「着眼点」の記載内容（生命保険協会）より＞ 

「コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施」は、統制環境やリスク評価にもとづく、

コンプライアンス・リスク管理上の具体的な統制策に関する取組みを指す。営業職員チャネルにおけ

る不適正行為の防止のためには、前述のリスク評価の結果も踏まえた強固な統制策の整備・実施

が求められる。 

 

② ＜当社認識＞ 

当社では、業務内外を問わず不適正行為を未然に防止するためのルールを策定し、施策を実施

し、人事・報酬（表彰）制度においても、品質評価指標を導入しております。また、営業管理職は、ラ

イフプランナーと対話を重ねることで信頼関係構築に努めております。 

加えて、ライフプランナーが、生命保険やその周辺知識を併せ持ったプロフェッショナルとして、お

客さまお一人おひとりにふさわしい保障プランを提供するため、知識の習得だけでなく、お客さまに

真摯に向き合い、期待に適切に応えることができるよう、教育・研修内容の更なる高度化・体系化を

目指す必要があると認識しております。 

これらの認識を持つ一方、現在の当社のコンプライアンス・リスク管理において以下の３点が不十

分であると考えております。 

 

採用の問題：お客さまと密接な関係を築き、営業を行う存在であるライフプランナーの採用において

は、不適切な人材が紛れ込むことは大きなリスクを抱えるものであり、とりわけそのような候補者は

排除しなければなりません。しかし、そのリスクの評価および、検証や改善に向けた仕組みが十分

に整備できておりませんでした。 

活動管理の問題：当社のライフプランナーは法令や社内ルールの遵守、行動指針であるコアバリュ

ーに沿った行動が求められますが、その活動状況や実態を会社として把握・管理することが不十分

でした。 

お客さまとの接点の問題：担当ライフプランナー以外がお客さまと接する機会がない、もしくは少な
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いことから、不適切な事象が発生した場合に顕在化しにくいというリスクを抱えていましたが、そのリ

スクへのコントロール、牽制が不十分でした。 

 

③ ＜これまでの主な取組み＞ 

• お客さまとの金銭貸借の禁止や投資勧誘の禁止等について就業規則へ明記するとともに、当

社ホームページに掲載し、お客さまへの注意喚起を図っております。 

• 当社社員がお客さまから直接現金をお預かりすることはないことを、ホームページやお手続き

時の画面・帳票等に表示し、お客さまへの注意喚起を行っております。 

• コンプライアンスの徹底については、社員一人ひとりの意識・行動が最も重要と考え、法令や社

内規程等を解説した「コンプライアンス・マニュアル」を定め、全社員に周知しているほか、各種

E-ラーニング研修や支社・本社に設置しているコンプライアンス・オフィサーへ研修を実施する

等、コンプライアンス意識の醸成に努めております。 

• ライフプランナーの報酬や各種表彰について、更なるお客さま本位の業務運営となるよう、お客

さまへの最適な保全対応や保険販売に関する品質等を評価項目へ追加しております。 

• 営業所長は、お客さまのお申し出、苦情に関してライフプランナーが適切に対応しているか確認

し、適宜フォロー、指導を行っております。お客さまの契約状況等の変化についてライフプランナ

ーが適切に対応しているかを営業所長が会社のシステムにて確認し、日々ライフプランナーとコ

ミュニケーションをとっています。 

 

④ ＜今後の主な取組み＞ 

• 不適切人材の採用回避を目的にした採用プロセスの見直しおよびライフプランナーの活動管理

の適正化を進めてまいります。 

• お客さまにご安心をお届けするために担当のライフプランナー以外の者からお客さまにコンタク

トさせていただく仕組みを検討してまいります。 

• 不適正事象が発覚した際には、個別事象としての真因分析に留まらず、実態を把握したうえで

全社としての横断的かつ抜本的な未然・再発防止策を策定し実施してまいります。 

• 不適切事象の発覚を受け、経営陣が全社員に対して不適切事象の撲滅について明確にメッセ

ージを発信してきました。今後も同様の取組みを継続して実施してまいります。 

• 企業理念やコンプライアンスに関して実施されている研修の十分性を検証し、更なる研修体系

の強化を図ってまいります。 

 

(4) コンプライアンス・リスクのモニタリングおよび不適正事象の（予兆）把握時の対応 

① ＜「着眼点」の記載内容（生命保険協会）より＞ 

「コンプライアンス・リスクのモニタリング」は、自社におけるリスク評価やコントロールの状況を含

む、自社のコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・機能状況の監視を指す。新型コロナウイルス

感染症の感染拡大やデジタライゼーションの進展等に伴うリモート環境下での活動機会の増加等、

環境の変化によりリスクの状況や統制策の実効性等も変化しうるものであり、実効的なコンプライア

ンス・リスク管理態勢の維持のためには、コントロールを通じて得られる不適正事象の（予兆）情報

も含め、適切なモニタリングの実施が求められる。 
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② ＜当社認識＞ 

当社では、コンプライアンス部門が、オフサイト/オンサイトの各種モニタリングを実施するのみな

らず、営業管理職も日々のライフプランナーとの対話の中で信頼関係を構築し、不適正事象の早期

発見・予兆把握に努めております。 

また、不適正事象またはその疑義が顕在化した場合のプロセスを定め、適時適切な対応ができ

るよう態勢を整えております。 

特に、不適正事象の予兆・潜在段階においては、さらに迅速かつ適切な対応ができるような態勢

の整備が必要であると認識しております。 

 

③ ＜これまでの主な取組み＞ 

• ライフプランナーによる不適切な金銭取り扱いを複数確認したため、経営陣が全社員に対し状

況を伝えました。その上で、全てのお客さまに対して通知物を送付し、ご迷惑をおかけしているお

客さまが他にいないか確認を実施しております。また、全社員に対し、過去に自身が不適切な金

銭取り扱いを行ったことがあるか、自身以外の社員が関わっている事実を知っているか、を確認

するとともに、今後該当する行為を一切行なわない旨の宣誓を取得しています。 

• 社員による個人情報の漏えい事案の発覚を受け、経営陣による注意喚起、および社員全員から

個人情報を漏えいしないことに対する宣誓を取得しています。 

• 不適正事象の早期発見を企図し、貸付金返済の完了通知等に「お客さまから現金を直接お預か

りする対応を行うことはございません。」という文言および当社の連絡先を記載しております。 

• 不適正事象の懸念情報が検知された際には、当社経営陣、関係部署、および親会社であるプ

ルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社（PHJ）等に対し速やかに報告される仕

組みを整えています。また、発覚した事象について全容解明・被害拡大防止・対応の十分性や

透明性の確保の観点から全社対応の必要性を判断する態勢を整備しています。 

 

④ ＜今後の主な取組み＞ 

• 本社、支社それぞれが持つ懸念情報を連携しあう仕組みの構築を進めてまいります。 

• 不適正事象が発覚した際には、他のお客さまへの影響に鑑み、伏在化しているケースの調査を

行います。 

• グループ他社で不適正事象が発覚した際には、自社における態勢強化に活かしてまいります。 

 

(5) コミュニケーション 

① ＜「着眼点」の記載内容（生命保険協会）より＞ 

ここでいう「コミュニケーション」とは、必要な情報が適時適切に、社内外の関係者に伝達されるた

めの管理態勢および日常業務における取組みを指す。社内環境等の要因によるコミュニケーション

の不足は、不適正事象の抑止・発見の阻害要因ともなり得ることから、社内・社外（お客さまや各種

ステークホルダー等）との適切なコミュニケーションが行われる環境や態勢を構築することが求めら

れる。 

 

② ＜当社認識＞ 

当社では、様々なメッセージ発信や目的ごとの会議体等および各種窓口を設置し、営業組織内、
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全社的、社外とのコミュニケーションミスが発生することを防止しております。また、支社・本社の垣

根を越えて自由闊達な意見交換をするバズセッション 4の文化が定着しております。 

一方、コンプライアンス・リスクの観点では、日々のコミュニケーションのなかで弱いシグナルを検

知することが重要であると考えております。営業組織内はもちろん、本社管理部門と営業組織の双

方向での対話を行うことで、より充実したコミュニケーションを図り、支社・本社一体となってコンプラ

イアンス・リスクへ対処できる取組みも必要であると認識しております。 

 

③ ＜これまでの主な取組み＞ 

• 執行役員会の諮問に基づく答申およびライフプランナーの視点から経営全般に対する自主的

な意見を提言することにより、経営の一段の改善を図ることを目的とした委員会（FAC：Field 

Advisory Committee）を設置しております。当該委員会には、毎年、営業管理職、ライフプラン

ナーから数名ずつ委員が選出され、活発な議論を経て、経営に対して積極的な提言を行って

おります。 

• 社内報において、経営陣からのメッセージや、優良な取組みとして表彰された支社のニュース

等も定期的に発信し、企業文化の定着に努めております。 

• 様々な施策の背景・目的を社内全体に的確に伝えるために、情報の重要度に応じて、社内掲

示板での案内だけでなく、必要な情報を集約した特設ページを作成したり、経営陣のメッセージ

を動画配信したりするなどの取組みを行っております。また、支社長連絡会において、経営陣・

本社から経営判断や各種施策を直接説明する機会を設けております。 

• 新型コロナ禍で影響を受けた支社全体のコミュニケーションを活性化させ、同時に「情報共有

やコンプライアンスの確認」をさらに実現することを目的に、2024 年 4 月以降の支社ミーティン

グは原則対面にて行っております。 

• ホームページへよくあるご質問を掲載するほか、コールセンター、契約者専用 Web サイト、ホ

ームページ等の複数のお申出窓口を設置し、お客さまからの照会・相談に対応しております。

また、顧客満足度調査やお客さまへのアンケート調査も実施し、お客さまより不適正事象（予

兆）のお申出があった場合には、対応内容を関係部署間で横断的に検討し、真摯に対応して

おります。 

• 内部通報の窓口については、社内窓口のみならず外部事業者が運営する窓口および外部の

弁護士事務所にも設置しており、その利用は社員のみならず、退職者、外部委託業者も含め

広く利用できるようにしております。 

• 当社独自の倫理・モラル・ハラスメント・内部通報をテーマとした全社向けツールを作成し、社員

の倫理観の底上げを図っています。 

 

④ ＜今後の主な取組み＞ 

• 本社と支社が、それぞれ取得した弱いシグナルを共有し各種の対応を図る仕組みを構築して

まいります。 

 
4 バズセッション：少人数のグループに分かれて話し合う方法。当社では、イベントやミーティングにおいて、様々なテーマでバ

ズセッションを行うことが頻繁にあります。バズセッションにおいては、役割や役職に関係なく、自由闊達な意見交換がなされ、

風通しの良い企業文化を形成する一助となっています。 
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• 金銭に関する不適正事象の発覚を受け、現在実施している全顧客確認を確実に実施し、お客

さまの保護につとめてまいります。 

 

（６）監査 

① ＜「着眼点」の記載内容（生命保険協会）より＞ 

「監査」部門は、三線管理態勢において、営業組織等の業務部門（１線）・コンプライアンス部門（２

線）のコンプライアンス・リスクに関する態勢や取組みが適正かつ有効に構築・実施されているかの

検証を行い、改善につなげる役割を担っている。営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理

態勢が実効的に整備されるにあたり、監査部門が営業職員チャネルの特性や自社を取り巻く環境

等を理解し、役割を発揮していくことも求められる。 

 

② ＜当社認識＞ 

当社では、グループ内保険会社の監査部門を PHJ の監査部門に統合してグループ内で人材を

柔軟に配置できる態勢とした上で、内部監査の有効性確保のための監査人の配置や社外取締役

等からの知見・情報収集、フォワードルッキングな監査の実施、データ分析を用いた検証等の取組

みを実施しております。 

今後は、営業現場におけるコンプライアンス・リスク管理の更なる強化に関して、本社管理部門か

ら営業現場に至る包括的な監査や継続モニタリングの実施、データ分析活用を強化した独立的・客

観的な営業現場に対するモニタリング機能の深耕を進めていくことが必要であると認識しております。 

 

③ ＜これまでの主な取組み＞ 

• PHJ の監査部門に統合した人材から、知識や経験のある監査人を個別監査案件に配置して

内部監査の実効性を確保しております。また、専門性のある人材確保のため、コソースの活用

や継続的な採用活動を行っております。 

• 監査計画の策定、その前提となるリスクアセスメント、および個別監査の結果報告の各プロセ

スにおいて社外取締役等への事前説明や会議体での意見交換を行い、外部知見も含めた考

慮すべき事項のフィードバックを受領し活用しております。 

• 執行役員会や各種委員会への参加等を通じて、経営戦略や内外環境の変化にかかる継続モ

ニタリングや四半期ごとのリスクアセスメントを実施しております。また、当社および各社での継

続モニタリングや個別監査の結果を踏まえて、リスクベースでの監査計画の策定・変更を行い

フォワードルッキングな監査を実施しております。 

• 複数の個別監査で発見した問題点に共通する内部統制上の課題と統制が機能しなかった理

由等を分析し、会社横断的に同様の問題が起きていないかという観点をもって監査を実施して

おります。 

• コンプライアンス部門による支社検査により、準拠性に基づいた定量的な不備事象だけでなく、

支社の統制環境や営業管理職の管理行動などの定性的な評価も含めた確認を行っておりま

す。また監査部門はリスクに応じた支社検査への同行や営業管理職へのヒアリング、支社訪

問を通じて、営業現場のコンプライアンス・リスク管理の更なる強化の取組みを把握する継続

モニタリングや監査を実施しております。 

• 個別監査案件や継続モニタリングにおいて、データ分析（Data Analytics）の活用に取り組んで
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おります。また、データ分析の結果を個別監査のサンプル選定、継続モニタリングやリスク評価

等に活用し、不祥事件に対する統制の検証の深度・品質の強化を図っております。 

 

④ ＜今後の主な取組み＞ 

• 営業現場のコンプライアンス・リスク管理の更なる強化の取組みについて、その有効性を継続

モニタリング等で確認すると共に、本社管理部門による統制活動の実効性について、営業現

場に至る包括的な監査を実施して確認してまいります。 

引き続き継続モニタリングの一環として、支社検査担当部門の検査への監査部門の同行を継

続するとともに、監査業務の一環として営業現場へのオンサイト・ヒアリングを実施してまいりま

す。 

• データ分析（Data Analytics）の活用については、監査部門が各種データに直接アクセスして状

況把握するように取り組むと共に、本社関連部門との連携を行い、会社全体としてのモニタリ

ング活動等の更なる有効性の向上を図ってまいります。 

 

3. おわりに 

当社では、企業理念の浸透・継承、コンプライアンス・リスクの独自評価、様々なコントロール策および全

社的なコミュニケーションの活性策を実施してまいりました。 

当社が社会的責任を果たしていくためにも、今後も社員一人ひとりがコンプライアンス・リスクに関してより

一層の当事者意識を持ち、自浄作用を発揮できるよう、強固な態勢の整備を継続してまいります。 

 

以上 

 

 


